
（様式３）
奈良県県有施設（5施設）包括的設備管理PM業務委託
に係るサウンディング型市場調査

事前ヒアリングシート

	事業者名
	

	所在地
	

	参加区分
	☐単独参加　　　☐複数参加

	（複数参加の場合）
参加事業者名
	

	連絡担当者
	氏名
	

	
	所属・
部署名
	

	
	電子メールアドレス
	

	
	電話
	


	1 事業スキーム

	本事業は「準委任契約」とし、統括管理事業者が協力事業者等へ再委託・発注代行し、県が
実施可否や金額妥当性を承認したうえで事後実費精算とするスキームを想定しています。
・この方式は、貴社の契約実務及び企業会計上、実施可能ですか。実施困難な部分がある場合は、その理由と代替案を記載してください。また、協力事業者との個別契約・注文書の名義、支払責任及び県の承認の位置付け等で留意すべき事項を記載してください。





・外部発注修繕費等を立替金として処理することは可能ですか。売上計上、消費税、証憑管理等で留意すべき事項を記載してください。








【記入に当たって】 県が提示する募集要項（案）、要求水準書（案）、リスク分担表（案）、契約書（案）等を踏まえ、実務上の成立性と応募判断の観点からご回答ください。可能な範囲で、必要人員、金額、期間、承認基準等の具体的な条件を記載してください。


	2 
契約・責任分担 

	要求水準書（案）、リスク分担表（案）及び契約書（案）の整合性並びに、事業者が負担可能
な責任範囲を確認します。
・現在の契約書（案）に加え、実費精算、四半期払、モニタリング、改善要求・減額、段階移行、次期事業者への引継ぎ等について、特約条項を設ける必要がありますか。必要な条項を記載してください。





・老朽化、既存不具合、予算制約、協力事業者の施工不良、緊急対応等について、提示した責任分担は妥当ですか。事業者が負担できない又は条件付きで負担可能なリスクを記載してください。





・損害賠償、逸失利益、間接損害、賠償上限及び加入保険について、応募・契約に必要となる条件を記載してください。





・県の承認・指示を受けて実施した行為と、統括管理事業者の専門的判断で実施した行為の責任分界を、どのように定めるべきですか。









	3 
段階移行・引継ぎ

	令和9年7月に契約を締結し、同年9月までを業務開始準備・引継ぎ期間、同年10月から令和10年3月までを先行運用・引継ぎ期間、令和10年4月から本格運用とする案を想定しています。
・上記スケジュールは現実的ですか。現地調査、採用・配置、協力事業者との契約、BIMMS利用、業務計画作成等に必要な準備期間を記載してください。





・契約前又は契約直後に県が提供・実施すべき事項（現地確認、図面・台帳提供、既存業者との顔合わせ、採用内定等）があれば記載してください。





・令和9年度に県が直接契約する年間保守点検について、統括管理事業者が日程調整、立会い、報告書確認、不具合整理等の現場管理に関与することは可能ですか。現行受託者への指示権限及び責任分界の条件を記載してください。





・常駐県職員及び現行受託者から引き継ぐべき施設固有情報と、抜け漏れのない引継ぎ完了を確認するための具体的な方法を記載してください。





・契約終了時に次期事業者又は県へ確実に引き継ぐため、必要な期間、引継ぎ方法、県への要望事項等を記載してください。










	4 実施体制

	5施設を一体的に管理し、常駐・巡回・修繕実動部隊等を組み合わせる性能発注型の体制を想
定しています。
・現実的と考える実施体制を、統括責任者、施設別常駐者、巡回技術者、事務担当等に区分し、記載してください。





・統括管理業務の執務拠点として、県有施設内のスペース提供を希望しますか。希望する場合は、希望する施設・立地・必要面積・必要機能等について記載してください。また、執務拠点の有償貸与又は無償貸与が応募価格に与える影響について記載してください。





・統括責任者を非常駐とすることは可能ですか。県との連絡調整、複数施設の管理及び緊急時対応を確保するために必要な出勤頻度・連絡体制を記載してください。





・夜間・休日・休館日及び緊急時について、現地到着又は一次対応開始までに設定可能な時間を、通常時・重大事案等に分けて記載してください。





・病欠、退職、採用難等による欠員時の代替要員、巡回技術者、他拠点・協力事業者からの応援体制、維持すべき最低配置等を記載してください。





・必置資格者の確保、施設固有業務の継承、既存従事者の継続雇用・転籍等について、想定される課題と必要な条件を記載してください。







 

	5 小規模修繕・緊急対応

	要求水準書（案）において、外部発注修繕等の事前承認・事後承認の運用を規定しています。
・建築・設備保守点検業務及び設備管理業務、内製化修繕、外部発注修繕、緊急対応時の業務フローは実務上妥当ですか。懸念点がある場合は、その理由と代替案を記載してください。





・10万円以上を原則2者以上の見積徴取とする案は実務的ですか。1者見積を認めるべき例外、見積辞退時の対応及び価格妥当性の確認方法を記載してください。








	6 価格提案・委託料・インフレスライド

	定額基本委託料を主な価格評価の対象とし、外部発注修繕費、材料費等は事後実費精算とする方式を想定しています。
・価格競争の対象を「定額基本委託料（マネジメント経費等）」とし、事後実費精算費は価格評価に含めない条件で問題ないですか。会社ごとに算定区分が異ならないよう、公募時に明確にすべき費目・算定条件を記載してください。





・実費精算及び定額基本委託料の四半期ごとの支払周期は妥当ですか。資金繰り上必要な変更希望があれば記載してください。





・契約書（案）、要求水準書（案）に定めるインフレスライドの対象費目・指標・発動条件等の設定は妥当ですか。追加、変更すべき要件を記載してください。











	7 公募資料・参加資格・評価基準

	応募者が適正な価格及び実施体制を提案でき、県が提案の実現性を公平に評価できる公募条件とするための確認です。
・価格算定及び体制提案に最低限不可欠な開示資料を記載してください（施設別仕様書、設備台帳、図面、現行契約・人員・シフト、修繕・故障実績、休館日・時間外運転、メーカー保守、既存不具合、BIMMS入力項目等）。





・統括責任者の実務経験5年以上、単独企業又は共同企業体による応募等の参加資格要件は、競争性と履行能力の確保の観点から妥当ですか。追加・緩和すべき要件を記載してください。





・評価項目及び配点は、業務の目的を適切に反映していますか。追加・削除・配点変更すべき項目、提案書様式と評価項目の対応、プレゼンテーションで確認すべき事項を記載してください。





・公募から提案書提出、審査、契約締結、業務開始までの期間は十分ですか。参加判断・共同企業体組成・協力事業者確保・見積作成に必要な期間を記載してください。










	8 
参入意向・応募判断上の重要条件

	第二回サウンディングでは、現条件で競争性のある公募が成立するかを確認します。現時点の判断を可能な限り明確にご回答ください。
・現段階での本事業への参入意向を選択してください。
１．現条件で応募可能
２．条件付きで応募を検討
３．応募困難
４．協力事業者として参画を検討
５．未定

・ 「条件付きで応募を検討」又は「応募困難」の場合、応募判断に不可欠な修正事項を、優先順位の高い順に3項目まで記載してください。単なる要望と、応募可否を左右する条件を区別してください。





・想定する応募形態（単独・共同企業体・グループ）、主要な役割分担及び県内協力事業者との連携方法を記載してください。





・貴社が様式４「参考見積書様式」に記載した算定内容について、今後内容変更を予定する項目及びその理由を記載してください。算定が困難な場合は、算定に必要な追加情報を記載してください。



















	9 その他

	前記以外に、本事業の公募・契約・運用に関するご意見、県への確認事項又は提案があれば記載してください。
（公募条件、実施体制、契約実務、地域連携、DX・BIMMS、予防保全、LCC縮減、脱炭素・省エネ等）








※．事前ヒアリングシートは、令和８年９月１１日（金）14時までにご提出ください。
※．複数参加の場合、代表となる法人の名称を「法人名」に、その他の法人の名称を「参加法人名」に記載してください。また、「参加法人名」には、参加するすべての法人を対象に記載してください。
※．記入欄のサイズが不足する場合は、適宜記入欄を大きくしてご利用ください。
※．アイデアや提案などを説明する資料、補足資料、事例資料などがありましたら、あわせてご提供ください。
※. 回答できる項目のみ記載してください。
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